
発議第1号

日南町意欲ある農業者支援条例の一部改正について

次のとおり、日南町意欲ある農業者支援条例の一部を改正することについて、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第109条第6項及び第7項並びに日南町議会会議規則第14条第3項の規

定により提出する。

令和7年3月26日提出

提出者 日南町議会 経済福祉常任委員会

委員長 櫃田 洋一

日南町意欲ある農業者支援条例の一部を改正する条例

日南町意欲ある農業者支援条例(平成25年条例第1号)の一部を次のように改正する

改正後 改正前

(削る)

(削る)

(削る)

(交付申請)

第6条 助成金の交付を受けようとする者は、

営農計画書を添えて日南町意欲ある農業者支

援助成金交付申請書（様式第1号）を町長に

提出しなければならない。

(交付決定等)

第7条 町長は、前条の規定による申請があっ

たときは、速やかにその内容を審査し、日南

町意欲ある農業者支援助成金交付（不交付）

決定通知書（様式第2号）により、その結果

を通知するものとする。

(交付申請の変更)

第8条 前条の交付決定を受けた後、助成対象

事業の内容を変更または、中止しようとする

者は、日南町意欲ある農業者支援助成事業変

更（中止）承認申請書（様式第3号）を町長

に提出し、その承認または指示を受けなけれ

ばならない。

2 町長は、前項の規定による申請があったと

きは、日南町意欲ある農業者支援助成事業変

更（中止）決定通知書（様式第4号）によ

り、その結果を通知するものとする。

(完了報告)



(削る)

(削る)

(削る)

(助成金の返還)

第 6条 (略)

(委任)

第 7条 (略)

附 則

１ （略）

（有効期限）

２ この条例は、令和10年3月31日限り、その

効力を失う。

第9条 助成金の交付決定を受けた者が、農機

具等の導入を完了したときは、日南町意欲あ

る農業者支援助成事業完了報告書（様式第5

号）を町長に提出しなければならない。

(助成金の額の決定)

第10条 町長は、前条の報告を受けたときは関

係書類等を審査し、適当と認めたときは助成

金の額を確定し、日南町意欲ある農業者支援

助成金交付額決定通知書（様式第6号）によ

り、その結果を通知するものとする。

(助成金の請求)

第11条 前条の通知を受けた者は、日南町意欲

ある農業者支援助成金交付請求書（様式第7

号）を町長に提出しなければならない。

2 町長は、前項の請求書の提出を受けたとき

は、速やかに助成金を交付するものとする。

(助成金の返還)

第12条 (略)

(委任)

第13条 (略)

附 則

１ （略）

（有効期限）

２ この条例は、令和7年3月31日限り、その

効力を失う。



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



備考 改正部分は下線の部分である。

附 則

この条例は,公布の日から施行する。



発議第2号

日南町住宅改修助成条例の一部改正について

次のとおり、日南町住宅改修助成条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和

22年法律第67号）第109条第6項及び第7項並びに日南町議会会議規則第14条第3項の規定によ

り提出する。

令和7年3月26日提出

提出者 日南町議会 総務教育常任委員会

委員長 大西 保

日南町住宅改修助成条例の一部を改正する条例

日南町住宅改修助成条例(平成24年条例第21号)の一部を次のように改正する

改正後 改正前

(趣旨)

第1条 この条例は、町民の住環境の向上および

町内の住宅関連産業の活性化と地域内経済の循

環を図るため、町民が行う住宅改修工事に対

し、助成金を交付することを目的

とする。

第2条～第3条 （略）

(助成対象工事)

第4条 （略）

(1)～(4)（略）

(5) 他の補助制度による補助金等を受けてい

ない工事であること。ただし、介護保険制度、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づくもの又は要綱で別に定

めるものは除く。

第5条 （略）

(削る)

(趣旨)

第1条 この条例は、町民の住環境の向上および

町内の住宅関連産業の活性化

を図るため、町民が住宅の改修を行う場合に

経費の一部を補助することについて、必要な事

項を定めるものとする。

第2条～第3条 （略）

(助成対象工事)

第4条 (略)

(1)～(4)（略）

(5) 他の補助制度による補助金等を受けてい

ない工事であること。ただし、介護保険制度住

宅改修費、高齢者居住環境整備事業および障害

者住宅改良助成事業

は除く。

第5条 （略）

(助成金の交付申請)

第6条 助成金の交付を受けようとする者は、

工事着手前に日南町住宅改修助成金交付申

請書（様式第1号）に、次に掲げる書類等を

添付して町長に提出しなければならない。

(1) 改修の設計書の写し（簡易な場合は必

要としない）



(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(2) 改修の工事内容が分かる見積書の写し

(3) 施工前の状況が分かる写真

(4) その他町長が必要と認めるもの

(助成金の交付決定等)

第7条 町長は、前条の規定により申請書の提

出があったときは、その内容を審査し、助

成要件に適合しているかを審査し、その結

果を日南町住宅改修助成金交付（不交付）

決定通知書（様式第2号）により、申請者に

通知するものとする。

(交付申請の変更)

第8条 前条の交付決定を受けた者で、助成事

業の内容を変更または、中止をしようとす

る者は、日南町住宅改修変更（中止）承認

申請書（様式第3号）を町長に提出し、その

承認または指示を受けなければならない。

2 町長は、前項の申請書を受理したときは、

その内容を審査しその結果を日南町住宅改

修変更（中止）承認通知書（様式第4号）に

より、申請者に通知するものとする。

3 町長は、前項の規定による承認をする場合

において、当初の交付決定内容を変更する

ことができる。

(完了報告)

第9条 助成金の交付決定を受けた者は、住宅

の改修が完了したときは、速やかに日南町

住宅改修完了報告書（様式第5号）に次に掲

げる書類等を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。

(1) 改修の内容が分かる明細・請求書、ま

たは契約書の写し

(2) 改修に要した費用を証する領収書等の

写し

(3) 改修完了後の写真

(4) その他町長が必要と認めるもの

(助成金額の決定)

第10条 町長は、前条による完了報告の提出

を受けたときは、その関係書類等を審査

し、適当と認めたときは助成金の額を確定

し、日南町住宅改修助成金交付額確定通知

書（様式第6号）により申請者に通知するも

のとする。

(助成金の請求)



(削る)

(助成金の返還)

第6条 (略)

(委任)

第7条 (略)

附 則

1 （略）

（有効期限）

2 この条例は、令和10年3月31日限り、その効

力を失う。

第11条 前条の通知を受けた者は、日南町住

宅改修助成金交付請求書（様式第7号）を町

長に提出しなければならない。

2 町長は、前項の請求書の提出を受けたとき

は、速やかに助成金を交付するものとす

る。

(助成金の返還)

第12条 (略)

(委任)

第13条 (略)

附 則

1 （略）

（有効期限）

2 この条例は、令和7年3月31日限り、その効

力を失う。



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



(削る)



備考 改正部分は下線の部分である。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。



 

予算審査特別委員会 審査報告書 

 

 

本委員会に付託になった次の案件は、審査の結果次のとおり決定したので、日南町

議会会議規則第77条の規定により報告する。 

 

 令和7年3月26日 

 

日南町議会 予算審査特別委員会 

委 員 長  櫃田 洋一 

  

日南町議会議長 山本 芳昭 様  

 

記 

 

（付託案件） 

議案第26号 令和7年度日南町一般会計予算 

議案第27号 令和7年度日南町国民健康保険特別会計予算 

議案第28号 令和7年度日南町介護保険特別会計予算 

議案第29号 令和7年度日南町介護サービス事業特別会計予算 

議案第30号 令和7年度日南町後期高齢者医療特別会計予算 

議案第31号 令和7年度日南町再生可能エネルギー発電事業特別会計予算 

議案第32号 令和7年度日南町簡易水道事業会計予算 

議案第33号 令和7年度日南町下水道事業会計予算 

議案第34号 令和7年度日南町病院事業会計予算 

 

（審査の経過及び結果） 

 本委員会は、令和7年3月6日、7日、10日、11日、12日、13日、14日、18日、21日に委員会を

開催し、付託された各議案について関係職員から詳細な説明を受けるなど慎重に審査

を行なった。 

 その結果、令和7年度各会計予算は、議案第26号、第27号、第28号、第29号、第30

号については賛成多数で、議案第31号、第32号、第33号、第34号については全員一致

で、次に述べる意見を付して原案を可決すべきであると決定した。



 

（審査意見） 

 

１．一般会計 

 

＜総務課＞ 

消防施設整備管理事業 

自衛消防団の管理する消防ホースが経年劣化等で使用不能になった場合、自治会が

更新費用の1/2を負担している。町が全額を負担すべきである。 

 

＜地域づくり推進課＞ 

電算管理運営事務 

ガバメントクラウド接続用の代替ネットワークとして、携帯電話通信事業者のネッ

トワークを利用する予定である。しかし、携帯電話通信事業者の光ケーブルの一部

は、町が敷設した光ケーブルを使用しており、さらに、敷設ルートも同じ電柱を経由

している。そのため、災害時における代替ネットワークとしての実効性が懸念され

る。ついては、衛星通信など、より実効性の高い代替ネットワークの導入を検討され

たい。 

 

＜農林課＞ 

農業後継者育成対策事業 

①「日南町農業者社会保険料等支援補助金」は、令和3年度に制定し運用してき

た。しかし、十分な効果評価が行われないまま、補助期間が5年を迎える前に、令和7

年度の予算計上が見送られた。 

一方で、林業経営体向けに社会保険料の一部を助成する「担い手育成対策事業」は

令和7年度も予算化されている。農業も町の基幹産業であることを踏まえれば、農業

経営の安定化と従業員の福利厚生のために、社会保険料助成の継続を検討されたい。 

 

②収入保険の支払い保険料の20％助成が10％に減額され、令和7年度を最後にこれ

を廃止する方針が示された。有資格者の加入率が70％超であることを理由に廃止との

説明であったが、費用対効果は顕著である。 

経営の安定が不十分な若手トマト農家の育成や、技術が確立されておらず、環境変

化に左右されるオーガニック栽培など、日南町が推進する農業振興の方針と相反す

る。制度の継続を強く望む。 

 

 



 

林業後継者育成対策事業 

林業アカデミー学生寮は、「新しい地方経済・生活環境創生交付金」を活用して建

設する計画であり、現在、事業計画書の作成が進められている。 

本計画書では、寮の入居条件を町外出身のアカデミー学生に限定し、さらに滞在期

間を12ヶ月に制限している。しかし、これは日南町が推進すべき移住者向け住宅施策

と相容れないものである。入居条件を緩和し、より柔軟に活用できるよう検討された

い。 

また、寮の居室数は9室となっているが、林業アカデミーの定員数である12室を確

保されたい。 

 

 

２．事業会計 

 

日南町病院事業会計 

病院事業費用 

外国人留学生には、学費や住居費に充てる奨学金として3,870千円を貸与するが、

病院で5年間勤務しなければ返還が生じる。 

奨学金返還免除の条件について、留学生に理解を促し、将来のトラブルを未然に防

がれたい。また、継続的な雇用を確保するためには、外国人雇用制度の調査や実績の

ある人材紹介事業者からの情報収集をさらに進められたい。 

 



陳情審査報告書  

 

令和 7 年 3 月 26 日 

 

日南町議会議長   山本  芳昭 様 

 

日南町議会   総務教育常任委員会  

委員長   大西 保 

 

 

 先に、本委員会に付託された令和 7 年陳情第 1 号「『最低賃金法の改正

と中小企業支援の拡充を求める意見書』の採択を求める陳情書」につき、

審査の結果を報告する。 

     

審査の経過及び結果 

 

本委員会は、令和 7 年 3 月 17 日に委員会を開催し、慎重審議した結果、

次の理由により、賛成少数をもって不採択と決定した。 

 

理  由 

地域間の格差解消と全国一律 1,500 円以上を実現できる中小企業支援

をすべきとの意見もあるが、全国一律とすることは地方経済に与える影響

が大きい。最低賃金の引き上げは、各地域の実情に即して行うべきであり、

雇用の安定と地域経済の活性化を両立させる政策が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



陳情審査報告書  

 

令和 7 年 3 月 26 日 

 

日南町議会議長   山本  芳昭 様 

 

日南町議会   総務教育常任委員会  

委員長   大西 保 

 

 

 先に、本委員会に付託された令和 7 年陳情第 2 号「裏金問題の徹底解明

とパーティー券購入を含む企業・団体献金の禁止を求める陳情」につき、

審査の結果を報告する。 

     

審査の経過及び結果 

 

本委員会は、令和 7 年 3 月 17 日に委員会を開催し、慎重審議した結果、

次の理由により、賛成少数をもって不採択と決定した。 

 

理  由 

裏金問題の徹底解明と企業・団体献金は全面禁止すべきとの意見もある

が、裏金問題については、政治資金収支報告書に不記載のあった議員は政

治倫理審査会で答弁しており、元会計責任者についても有罪判決が出てい

る。企業・団体献金の全面禁止については、政治資金収支報告書の公開に

より、透明性を確保する議論が必要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 


